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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　装置内に設置されたターゲットの裏面側に位置して前記ターゲット表面側に磁力を及ぼ
すように磁石およびシムが配置されたマグネトロン型スパッタ装置において、
　前記ターゲット裏面の外周縁に沿って配置され、前記磁力を生じる磁極を有する外周磁
石と、前記外周磁石の内周側に位置するシムと、を備え、
　前記外周磁石は、前記ターゲットの短軸方向両端部に位置して前記ターゲットの長軸方
向に伸長し、互いに異極となる前記磁極を有する長軸磁石部と、前記ターゲットの長軸方
向両端部に位置して、それぞれ長さ方向で二つに分割され、隣接する前記長軸磁石部と同
極の前記磁極を有する短軸磁石部とからなることを特徴とするマグネトロン型スパッタ装
置。
【請求項２】
　装置内に設置されたターゲットの裏面側に位置して前記ターゲット表面側に磁力を及ぼ
すように磁石およびシムが配置されたマグネトロン型スパッタ装置において、
　前記ターゲット裏面の外周縁に沿って配置され、前記磁力を生じる磁極を有する外周磁
石と、前記外周磁石の内周側に前記外周磁石と間隔を有して周回配置された周回シムと、
前記ターゲット裏面の中央部で前記ターゲットの長軸方向に沿って伸張して前記周回シム
内周側と間隔を有して配置された中央シムと、を備え、
　前記外周磁石は、前記ターゲットの短軸方向両端部に位置して前記ターゲットの長軸方
向に伸長し、互いに異極となる前記磁極を有する長軸磁石部と、前記ターゲットの長軸方
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向両端部に位置して、それぞれ長さ方向で二つに分割され、隣接する前記長軸磁石部と同
極の前記磁極を有する短軸磁石部とを有することを特徴とするマグネトロン型スパッタ装
置。
【請求項３】
　前記一方の長軸磁石部と、該長軸磁石部に隣接する両端部の短軸磁石部とが、それぞれ
一体に形成されているか、または分割して配置されていることを特徴とする請求項１また
は２に記載のマグネトロン型スパッタ装置。
【請求項４】
　前記短軸磁石部は、隣接する短軸磁石部間に間隙を有して配置されていることを特徴と
する請求項１～３のいずれかに記載のマグネトロン型スパッタ装置。
【請求項５】
　前記周回シムは板状からなり、前記中央シムは、前記周回シムよりも厚肉の角柱体から
なることを特徴とする請求項２に記載のマグネトロン型スパッタ装置。
【請求項６】
　前記長軸方向両端部の分割された短軸磁石部によって、ターゲット中心側に湾曲する磁
力が形成されており、前記湾曲部での最大水平方向磁場が５００ガウス以上であることを
特徴とする請求項１～５のいずれかに記載のマグネトロン型スパッタ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、磁力を作用させてスパッタを行うマグネトロン型スパッタ装置に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　ターゲットをスパッタして薄膜などを形成する装置として、スパッタ効率をあげるため
に磁力を利用したマグネトロン型スパッタ装置が知られている。
　しかし、マグネトロン型スパッタ装置は、スパッタ効率に優れるものの、磁力の作用に
よってターゲットのエロージョンが偏ってターゲットの使用効率が低減するという問題を
有している。このため、ターゲットのエロージョンの偏りを防止することを意図したマグ
ネトロンスパッタ装置が各種提案されている（例えば特許文献１～５参照）。以下に、そ
の一部を説明する。
【０００３】
　図１０は、特許文献１に記載された従来のプレーナマグネトロンスパッタ装置を示して
いる。図１０（ａ）は該装置におけるターゲット及び永久磁石の配置を示す平面図であり
、図１０（ｂ）は図１０（ａ）の断面図であり、磁場の垂直成分Ｈｖの分布及び磁力線を
あわせて示している。
　このプレーナマグネトロンスパッタ装置では、長円形状のターゲット２４の裏面には、
中心軸線に沿って伸びる直線状の中央磁石２０と、中央磁石２０の周囲に一定の間隔を開
けて配置された長円環状の外側磁石２１とが設けられている。中央磁石２０と外側磁石２
１との間には、同心的に配列された長円環状の補助磁石２２と、補助磁石２２と外側磁石
２１との間にこれら磁石の直線状部分に沿って平行に配列された直線状の補助磁石２３と
が設けられている。図１０（ｂ）には、上記磁石配置におけるターゲット上に形成される
垂直磁場Ｈｖの分布と磁力線の形態が模式的に示されている。垂直磁場Ｈｖは、三度ゼロ
レベルを通る分布となっている。
【０００４】
　上記特許文献１には、上記磁力線の二つの山とその間を埋める広い帯状の部分で電子の
濃度が最も高くなり、この部分にイオンも集まってきて、このイオンがシース電圧で加速
されてターゲットを打ち、従って広いＵ字型のエロージョンプロファイルが得られること
が記載されている。また、従来の１５％から５０％以上へと使用効率を高めることができ
るとされている。
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【０００５】
　図１１は、特許文献２に記載された従来のマグネトロンスパッタ装置の平面を示してい
る。
　このマグネトロンスパッタ装置は、ターゲットの裏面に設けられたマグネトロン磁場発
生用磁石３０、３１、３３と、マグネトロン磁場発生用磁石３０、３１、３３を矢印３４
の方向に揺動させる機構とを有している。図示３２は、電子のドリフト方向を示すもので
ある。ターゲットの周囲には、マグネトロン磁場発生用磁石の移動方向と直交する方向に
位置するシールドと、マグネトロン磁場発生用磁石の移動方向に位置するシールドとが設
けられている。ターゲット上では、レーストラック状のプラズマが、マグネトロン磁場発
生用磁石の移動とともに移動する。
　上記特許文献２では、マグネトロン磁場発生用磁石３０とマグネトロン磁場発生用磁石
３３との間に間隙部を設けて電子電流の通路を確保することにより、プラズマが安定し、
マグネトロン磁石の位置によるスパッタ電圧の変化を最小に押えることができるとされて
いる。
【０００６】
　また、図１２は、特許文献３に記載された従来のスパッタリング装置を示している。図
１２（ａ）は該装置の内部を示す断面図であり、図１２（ｂ）はマグネトロン磁石装置の
移動経路を示す平面図である。
　スパッタリング装置４０は、基板状の第一、第二のターゲット４１ａ、４１ｂが配置さ
れている。第一、第二のターゲット４１ａ、４１ｂの裏面には、磁石走行軌道４２が敷設
されている。磁石走行軌道４２には、大きさが異なる第一、第二のマグネトロン磁石装置
４３、４４がそれぞれ一個、又は二個以上取り付けられている。
　各マグネトロン磁石装置は、磁石走行軌道４２に沿って並んで配置されており、第一、
第二のマグネトロン磁石装置４３、４４は、磁石移動装置４５によって、順番を変えずに
磁石走行軌道４２上を移動する。
【０００７】
　上記スパッタリング装置４０では、スパッタリングの際に、第一、第二のマグネトロン
磁石装置４３、４４が第一、第二のターゲット４１ａ、４１ｂ裏面位置で長辺に沿って直
線的に移動される。これにより、第一、第二のターゲット４１ａ、４１ｂの表面には、二
本づつ、帯状のエロージョン領域が形成される。これらエロージョン領域によって、ター
ゲット表面の広い領域が均一にスパッタされ、ターゲット使用効率が向上するとされてい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平６－２１０４１号公報
【特許文献２】特開平７－２３３４７３号公報
【特許文献３】特開２００９－９７０５７号公報
【特許文献４】特開平８－２０９３４３号公報
【特許文献５】特表２００３－５１４９９１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、前記した従来のマグネトロン型スパッタ装置では、良好なエロージョン
プロファイルを十分に得るには至っていない。
　例えば、従来の装置のうち、特許文献１の装置では、ターゲットのエロージョン領域を
広げかつエロージョン深さを均一にするために、ターゲットに平行な面における垂直磁場
成分Ｈｖが三度ゼロレベルを通る分布とすることにより、磁力線の二つの山の部分とその
間を埋める広い帯状の部分で電子の濃度が最も高くなり、この部分にイオンも集まってき
て、シース電圧で加速されてターゲットを打ち、従って広いＵ字型のエロージョンプロフ
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ァイルが得られる、としている。
　上記のような磁力線の二つの山の頂付近は、垂直磁場成分Ｈｖがゼロレベルを切る一回
目と三回目のターゲット位置とほぼ同じ位置であり、磁力線の山の頂においては水平磁場
成分Ｈｈが最大となる。ここにおいて、ターゲット表面に垂直な電場Ｅと水平磁場成分Ｈ
ｈとのベクトルクロス積Ｅ×Ｈｈの方向（水平磁場Ｈｈと電場Ｅの両方に垂直な方向）に
電子はサイクロイド軌道あるいはトロコイド軌道を描いてドリフトしていく。この軌道を
ドリフトする間にアルゴンなどの中性粒子と衝突してイオンが発生し、そのイオンはター
ゲットへ向かって衝突し、ターゲット材料のスパッタ粒子と二次電子の放出が行われる。
その二次電子は最初の電子と同じように振舞うことで、イオンが発生しプラズマは成長す
る。電子と中性粒子との衝突は、中性粒子の密度分布と絶対温度によって計算される電子
の平均自由行程λによって決まる。電子は平均自由行程λを移動する間に少なくとも１回
中性粒子と衝突すると考えられる。従ってターゲット上においてトロコイド軌道を描いて
ドリフトしていく電子の移動距離が長いほど中性粒子との衝突回数は増えて発生するイオ
ンが増加し、プラズマ密度も大きくなる。
【００１０】
　上記プラズマ成長のメカニズムにより、図１０（ｂ）のような垂直磁場成分Ｈｖがゼロ
レベルを切る一回目と三回目のターゲット位置において電子密度ならびにプラズマ密度は
大きく、そこにおいてエロージョンは鋭くＶ字型のプロファイルとなる。Ｖ字型エロージ
ョンが顕著となれば、ターゲット寿命は短くなる。
　一方、中央の永久磁石２０の真上においては垂直磁場Ｈｖは非常に大きく、この位置付
近のターゲット上では電子は発散し、プラズマ密度は極端に小さい。従ってここにおいて
はエロージョンはされずに、逆にその周囲からのスパッタ物質が堆積する。それが酸化物
であればその付近のターゲットは絶縁物で覆われることになり、異常放電の原因となる。
　上記マグネトロン磁場を有するスパッタ装置では、エロージョンプロファイルは必ずし
もＵ字型とはならず、垂直磁場成分Ｈｖがゼロレベルを切る一回目と三回目のターゲット
位置においてＶ字型エロージョンとなる傾向が強く、ターゲット寿命はそれ程には改善さ
れていない。またターゲット中央では垂直磁場Ｈｖは非常に大きく、ここには周囲からの
スパッタ物質が堆積し、ターゲットの使用効率を低下させ、その物質が酸化物であれば、
異常放電の原因となっている。
【００１１】
　また、従来の装置のうち、特許文献２の装置では、大面積のターゲット裏面においてマ
グネトロン磁場発生用磁石を揺動させる機構を有する。また磁場発生用磁石に間隙部を設
けて電子電流の通路を確保することにより、プラズマが安定し、マグネトロン磁石の位置
によるスパッタ電圧の変化を最小に抑えることができる、と説明される。しかし、スパッ
タ電圧の変動は間隙部がない場合±２０Ｖから間隙部を設けた場合±１０Ｖに半減された
程の効果である。これは、マグネトロン磁場発生用磁石の揺動とともにプラズマもレース
トラック状のままターゲット上を移動するため、ターゲット表面に垂直な電場も変化し、
プラズマ密度がターゲット全面に渡って均一とならないためと考えられる。従ってプラズ
マが基板上の膜へ及ばす影響も基板の位置によって一様とはならず、形成される薄膜の膜
質も均一にならない可能性がある。
【００１２】
　さらに、従来の装置のうち、特許文献３の装置では、ターゲットの使用効率を向上させ
る目的で、マグネトロン磁石装置をターゲット裏面において位置を移動させる駆動機構を
有している。しかも、当該装置では、大きさの異なるマグネトロン磁石装置を多数組み込
み、二つのターゲット裏面を周回させる駆動機構を有する。このため磁石装置の部品点数
が多く駆動機構は複雑であるため、装置の信頼性を低下させ、装置コストおよびメンテナ
ンス・コストが増える。またエロージョン領域も限定的であり、ターゲット使用効率が著
しく向上されたとは言いがたい。
【００１３】
　本発明は、上記事情を背景としてなされたものであり、複雑な構成を必要とすることな
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く、スパッタターゲットの使用効率を効果的に向上することができるマグネトロン型スパ
ッタ装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　すなわち、本発明のマグネトロン型スパッタ装置のうち、第１の本発明は、装置内に設
置されたターゲットの裏面側に位置して前記ターゲット表面側に磁力を及ぼすように磁石
およびシムが配置されたマグネトロン型スパッタ装置において、
　前記ターゲット裏面の外周縁に沿って配置され、前記磁力を生じる磁極を有する外周磁
石と、前記外周磁石の内周側に位置するシムと、を備え、
　前記外周磁石は、前記ターゲットの短軸方向両端部に位置して前記ターゲットの長軸方
向に伸長し、互いに異極となる前記磁極を有する長軸磁石部と、前記ターゲットの長軸方
向両端部に位置して、それぞれ長さ方向で二つに分割され、隣接する前記長軸磁石部と同
極の前記磁極を有する短軸磁石部とからなることを特徴とする。
【００１５】
　また、本発明の他の形態のマグネトロン型スパッタ装置は、装置内に設置されたターゲ
ットの裏面側に位置して前記ターゲット表面側に磁力を及ぼすように磁石およびシムが配
置されたマグネトロン型スパッタ装置において、
　前記ターゲット裏面の外周縁に沿って配置され、前記磁力を生じる磁極を有する外周磁
石と、前記外周磁石の内周側に前記外周磁石と間隔を有して周回配置された周回シムと、
前記ターゲット裏面の中央部で前記ターゲットの長軸方向に沿って伸張して前記周回シム
内周側と間隔を有して配置された中央シムと、を備え、
　前記外周磁石は、前記ターゲットの短軸方向両端部に位置して前記ターゲットの長軸方
向に伸長し、互いに異極となる前記磁極を有する長軸磁石部と、前記ターゲットの長軸方
向両端部に位置して、それぞれ長さ方向で二つに分割され、隣接する前記長軸磁石部と同
極の前記磁極を有する短軸磁石部とを有することを特徴とする。
【００１６】
　本発明では、長軸磁石と、長さ方向で分割された短軸磁石とによって構成される。これ
ら長軸磁石と短軸磁石とは、ターゲットの外形形状に従って直状であってもよく、また、
ターゲットの外形形状に従って弧状に形成されるものであってもよい。例えば、ターゲッ
トが略矩形形状を有し、短軸形状が半円弧形状を有する場合、長軸磁石部の形状を直状と
し、分割された短軸磁石部の形状を４半円弧状とする。
　なお、長軸磁石部と、隣接する両端部の短軸磁石部とは、一体に形成したものとするこ
とができ、また、別体で構成したものとすることもできる。さらに、長軸磁石部や短軸磁
石部を複数の磁石で構成することも可能である。なお、外周磁石は、通常は永久磁石によ
り構成されるが、一部または全部を電磁石で構成するようにしてもよい。
【００１７】
　本発明ではターゲット外周縁に沿って長軸方向に配置された長軸磁石部によって形成さ
れる水平磁場成分Ｂｈは明らかに短軸（短辺）方向となるが、ターゲット外周の短軸方向
に配置された短軸磁石部によって形成される水平磁場成分Ｂｈは、図３に磁力線が模式的
示されるように湾曲する。隣接する短軸磁石部同士は、隙間なく配置されるものでもよい
が、互いに間隙を有して配置されるものであってもよい。隣接する短軸磁石部間の間隙が
狭いほど湾曲した前記水平磁場成分Ｂｈは大きい。したがって、間隙の大きさによって上
記水平磁場成分Ｂｈの大きさを調整することができる。すなわち、水平磁場成分Ｂｈに直
交する速度成分ｕを有する電子は、その両成分に直交する方向（ベクトル積－ｕ×Ｂｈの
方向）へローレンツ力が作用されるので、短軸磁石部付近において、電子の跳ね返し力を
調整（制御）する利点がある。
【００１８】
　図４に、ターゲット表面上の磁力線（分布）の概略を示す。ターゲット裏面の中央には
中央シムとその中央シムを囲むように周回シムを設けた形態では、その形状ならびに配置
位置は、図５、６のグラフに示されるように、垂直方向磁場と水平方向磁場の分布が形成
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されるように設ける。なお、周回シムと中央シムは、強磁性体で構成することができ、特
定の材質に限定されるものではなく、例えば鉄によって構成することができる。周回シム
と中央シムとで材質が異なるものとしてもよい。
【００１９】
　垂直磁場成分がゼロレベルを切る７回のターゲット位置において、水平磁場成分が最大
となる。ここにおいて、ターゲット表面に垂直な電場Ｅと水平磁場成分Ｂｈとのベクトル
クロス積Ｅ×Ｂｈの方向（水平磁場Ｂｈと電場Ｅの両方に直角な方向）に電子はサイクロ
イド軌道あるいはトロコイド軌道を描いてドリフトしていく。（これを電子のマグネトロ
ン運動という。）この軌道をドリフトする間にアルゴンなどの中性粒子と衝突してイオン
が発生し、そのイオンはターゲットへ向かって衝突し、ターゲット材料のスパッタ粒子と
二次電子の放出が行われる。その二次電子は最初の電子と同じように振舞うことで、イオ
ンが発生しプラズマは成長する。
【００２０】
　ターゲットの大部分の範囲における電子は上記の軌道をドリフトして、ターゲット短辺
の端部あるいは磁場による拘束力が及ばないターゲット上空へ運動する。端部においては
図３に磁力線が模式的に示されるように水平磁場Ｂｈは湾曲しているため、電子の運動方
向ｖと水平磁場Ｂｈとの両方に直角な方向に力が働き、かつ電場Ｅによる力も作用して、
電子はある角度をもって跳ね返される。その後の電子はマグネトロン運動とは異なる電磁
場の作用を受け、中性粒子あるいはイオンとの衝突によりエネルギーを失うまで、あるい
は磁場による拘束力が及ばない領域に散逸するまでターゲット上をランダムに運動する。
その様子は電子運動シミュレーションによって確認されている。上記した電子の跳ね返し
では、前記長軸方向両端部の分割された短軸磁石部によって形成される湾曲した磁力が大
きいと顕著になる。すなわち、前記湾曲部での最大水平方向磁場が５００ガウス以上であ
るのが望ましい。５００ガウス未満では電場の作用力が磁場による作用力（ローレンツ力
）より大きい場合には、電子は、正電位が印加されるアノード電極に引き込まれ、衝突し
て失われる。
　上記電子の跳ね返しは、上記した外周磁石の構成によって達成される。
【００２１】
　電子と中性粒子との衝突は、中性粒子の密度分布と絶対温度によって計算される電子の
平均自由行程λによって決まる。電子は平均自由行程λを移動する間に少なくとも１回中
性粒子と衝突すると考えられる。従ってターゲット上においてトロコイド軌道を描いてド
リフトしていく電子の移動距離が長いほど、あるいは磁場による拘束力が及ばない領域ま
で運動する飛跡距離が長いほど、中性粒子との衝突回数は増えて発生するイオンが増加し
、プラズマ密度も大きくなる。本発明のスパッタ装置では、例えば真空チャンバー圧力ｐ
＝０．５［Ｐａ］、中性粒子エネルギー温度Ｔ＝３００～１０００［Ｋ］において、電子
の平均自由工程λ＝６．６～２２［ｃｍ］である。プラズマ中の電子エネルギーを２０ｅ
Ｖ程度（例えばアルゴンの第一電離電圧は１５．８Ｖであり、アルゴンのイオン化のため
には１５．８Ｖ以上が必要である）とすれば、電子が平均自由行程λを移動する間に少な
くともｌ回中性粒子と衝突する飛行時間τ＝２０～６８［ｎｓｅｃ］となる。すなわち当
該装置のマグネトロン電源からプラズマ発生のために電圧を印加して、少なくとも上記の
飛行時間τ＝２０～６８［ｎｓｅｃ］において電子はターゲット上に生存し運動を継続し
なければ、電子は中性粒子と衝突せず、従ってプラズマは成長しない。
　本発明のマグネトロン磁場では、前記のように図５、６のグラフに示されるように、上
記垂直方向磁場Ｂｖと水平方向磁場Ｂｈの分布が形成され、ターゲットの短辺端部におい
ては図３に磁力線が模式的に示されるように、水平磁場Ｂｈは湾曲しているため、そこに
おいて電子はある角度をもって跳ね返されるので、電子は上記の飛行時間τ＝２０～６８
［ｎｓｅｃ］を大きく上回ってターゲット上で運動を継続する。この結果、ターゲットに
は均一なエロージョンが生じる。
【発明の効果】
【００２２】
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　以上説明したように、本発明のマグネトロン型スパッタ装置によれば、生成されるプラ
ズマ密度がターゲット全面に渡って一様となり、ターゲット・エロージョン・プロファイ
ルをほぼ均一とすることができ、ターゲットの使用効率が格段に向上し、長寿命を可能と
する。また、磁石やシムの駆動を必要とすることがなく、複雑な駆動機構を要することな
く良好なターゲット・エロージョン・プロファイルが得られる。なお、本発明としては、
磁石やシムの駆動を排除するものではなく、これら駆動を行うものも発明の範囲内に含む
ものである。
　本発明のマグネトロン型スパッタ装置は、半導体基板上における導体電極膜、超伝導体
薄膜、透明導電性薄膜の製造あるいは各種配向薄膜の製造に利用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】本発明の一実施形態のマグネトロン型スパッタ装置を示す平面図である。
【図２】同じく、ターゲットを設置した状態の図１のII－II線断面図である。
【図３】同じく、ターゲット上の模式的な磁力線（分布）を示す、一部を断面した斜視図
である。
【図４】同じく、ターゲットおよびシム近傍の磁力線を示す、図１のII－II線断面図であ
る。
【図５】本発明の実施例における、ターゲット短軸方向距離に対する水平方向磁場と垂直
方向磁場を示すグラフである。
【図６】同じく、ターゲット長軸方向距離に対する水平方向磁場と垂直方向磁場を示すグ
ラフである。
【図７】同じく、単一電子の運動シミュレーションを示し、長軸方向端部における電子の
跳ね返しの様子（例）を示す図である。
【図８】同じく、集団電子の運動シミュレーション結果であり、集団電子の運動開始から
５００ｎ秒後の電子位置分布（ｘ－ｙ分布）を示す図である。
【図９】同じく、集団電子の運動シミュレーション結果であり、集団電子の運動開始から
５００ｎ秒後の電子位置分布（ｙ－ｚ分布）を示す図である。
【図１０】従来のマグネトロンスパッタ装置を示す図である。
【図１１】従来の他のマグネトロンスパッタ装置を示す図である。
【図１２】従来のさらに他のマグネトロンスパッタ装置を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　以下に、本発明の一実施形態を図１、２に基づいて説明する。
　装置内に設置されるターゲット５は、長軸な矩形形状を有しており、該ターゲット５の
裏面側に位置して前記ターゲット５の外周縁に沿うように、外周磁石１が配置されている
。外周磁石１は、設置されたターゲット５の裏面と僅かに隙間を有するように位置してい
る。
　外周磁石１は、ターゲット５の短軸方向両側に位置してターゲット５の長軸方向に伸長
する長軸磁石部２、３と、ターゲット５の長軸方向両側に位置して長さ方向で分割された
短軸磁石部２ａ、２ｂ、３ａ、３ｂとを有している。短軸磁石部２ａ、３ａ間と、短軸磁
石部２ｂ、３ｂ間には間隙が形成されている。長軸磁石部２と短軸磁石部２ａ、２ｂは一
体に形成されている。但し、本発明としてはこれら磁石部を分割して構成することも可能
である。また、長軸磁石部３と短軸磁石部３ａ、３ｂが一体に形成されている。但し、本
発明としてはこれら磁石部を分割して構成することも可能である。
【００２５】
　長軸磁石部２、３は、ターゲット裏面に対向する面に、互いに異極となる磁極を有して
おり、長軸磁石部２がＳ極、長軸磁石部３がＮ極になっている。また、長軸磁石部２に連
なる短軸磁石部２ａ、２ｂは、長軸磁石部２と同極の磁極、すなわちＳ極を有し、長軸磁
石部３に連なる短軸磁石部３ａ、３ｂは、長軸磁石部３と同極の磁極、すなわちＮ極を有
している。
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　なお、上記短軸磁石部２ａ、３ａおよび短軸磁石部２ｂ、３ｂにおける間隙では、異極
の磁極を有する磁石が対峙することになる。上記の間隙を含む長軸端部においては、水平
磁場は湾曲しているため、電子の運動方向ｕと水平磁場Ｂｈとの両方に直角な方向に力が
働き、かつ電場Ｅによる力も作用して、電子はある角度をもって跳ね返される。上記の間
隙の距離は、電子に対して上記の作用を可能にする湾曲部の水平磁場が得られるように決
められる。
【００２６】
　上記外周磁石１の内周側には、外周磁石１と間隔を有して鉄製の周回シム６が配置され
ている。周回シム６は、平面視でレーストラック形状を有しており、４隅のコーナ部を除
いて直状に形成され、４隅のコーナ部の外周側は弧状に形成されている。コーナ部外周側
を弧状とすることで、前記形状の周回シム６と短軸磁石部２ａ、３ａ、２ｂ、３ｂによっ
て形成される磁場によって湾曲水平磁場がつくられ、これに直交して運動する電子に跳ね
返り力として作用する。周回シム６は、板形状を有しており、薄肉に形成されている。な
お、周回シム６は、設置されたターゲット５の裏面に上面がほぼ沿う位置に配置されてい
る。これにより、外周磁石１から出た磁力線がより効果的に周回シム６に集束し、垂直磁
場成分がゼロレベルを切る４つの位置を決める構成要素となる。また、周回シム６は、後
述する中央シムよりも幅広に形成されており磁力線をより平坦に近づけ、水平磁場成分を
大きくする。
　周回シム６の内周側には、ターゲット５の中央部で長軸方向に沿った鉄製の中央シム７
が配置されている。中央シム７は、周回シム６の内周側と略同じ間隙を有して配置されて
いる。中央シム７は、断面角柱形状を有し、厚肉に形成されている。これにより中央部に
おける磁力の集束を強め、垂直磁場成分がゼロレベルを切る３つの位置を決める構成要素
となる。
　周回シム６と中央シム７の形状ならびに配置位置は、好適には、実施例で示す図５に示
す磁場分布（垂直方向磁場Ｂｖと水平方向磁場Ｂｈ）が形成されるように決められる。
【００２７】
　上記ターゲット５と、レーストラック状の周回シム６と角柱棒状の中央シム７とは、バ
ッキングプレート９と称する冷却用部材に一体化されて冷却され、カソードとして負極電
位が付加される。一方、バッキングプレート９の外周側に絶縁スペーサ８を介して真空チ
ャンバーフランジ１０が設けられており、該真空チャンバーフランジ１０の上部側に、前
記ターゲット５の上面に臨むようにアノード１１が取り付けられている。アノード１１は
正極性電位とし、通常接地電位と同電位にさせる。
　上記カソードへの通電によって、マグネトロンスパッタが行われ、ターゲット５のエロ
ージョンが均一化される。
【実施例１】
【００２８】
　上記実施形態のマグネトロン型スパッタ装置を用いて、以下の条件でシミュレーション
を行った。
　ターゲット上に発生する集団電子の初期条件は、５０００個の電子の標準偏差エネルギ
ーを２０ｅＶとして、ガウス分布するとし、かつターゲット面からターゲット上空１ｃｍ
の領域に５０００個の電子の初期位置は乱数分布によって決める。上記形態のマグネトロ
ン・スパッタ磁場および電場分布を条件として、５０００個の電子集団が運動を開始し、
時間が５００ｎ秒経過するまで、すべての電子の運動をシミュレーションして、その結果
５００ｎ秒後にターゲット上空の空間に生き残った電子を（Ｘ－Ｙ）平面、（Ｙ－Ｚ）平
面にプロットする。
【００２９】
　図５に、ターゲット表面の３ｍｍ上のターゲットと平行な面における垂直方向磁場Ｂｖ
と水平方向磁場Ｂｈを示す。ターゲットの広い領域において、どちらもある一定範囲の値
にある。垂直方向磁場Ｂｖは７回ゼロレベルを通る分布を示し、ゼロレベルを切る１回目
と７回目の間には垂直方向磁場Ｂｖの３つの山と３つの谷が形成されそれぞれの山と谷の
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３回目、５回目、７回目のターゲット位置において、水平磁場成分Ｂｈが最大となる。
【００３０】
　図６にはターゲット長軸方向位置における水平磁場分布を示す。磁場の湾曲部はターゲ
ット中心から２３～２６ｃｍの位置にあり、湾曲部の水平方向磁場Ｂｈは５００～１００
０ガウスになっている。
　図７は、電子運動シミュレーションを示す図である。電子は同図の例えば位置座標（－
１６．５，０）から出発し、位置座標（－２４．８，０）付近で折り返し、位置座標（－
４．５，－４．２）に至るような飛跡をたどる。位置座標（－２４．８，０）付近は、タ
ーゲット外周の二辺短辺において磁場の境界となる間隙付近であり、水平方向磁場が非常
に強く磁場が湾曲している。
【００３１】
　図８、９には、本発明のスパッタ装置における５０００個の電子運動シミュレーション
の結果の電子位置分布を示す。運動開始時の５０００個の電子は、最初の５００［ｎｓｅ
ｃ］までに約８５％生存して、ターゲット上にほぼ一様に分布する。図８は、ｘ－ｙ分布
（ｘ：長辺方向，ｙ：短辺方向）が示され、図９はｙ－ｚ分布（ｙ：短辺方向，ｚ：高さ
方向）が示される。ターゲットの位置は図８では、ｘ＝－２６～２６，ｙ＝－６～６の範
囲にあり、図９ではｙ＝－６～６，ｚ＝４．５～５の範囲にある。上記のように電子は運
動開始から５００［ｎｓｅｃ］までに約８５％の確率で生存して、ターゲット上にほぼ一
様に分布するので、電子と中性粒子との衝突回数は増えて発生するイオンが増加し、プラ
ズマ密度も大きくなる。
【００３２】
　以上、本発明について上記実施形態に基づいて説明を行ったが、本発明は、上記説明の
内容に限定されるものではなく、本発明の範囲を逸脱しない限りは適宜の変更が可能であ
る。
【符号の説明】
【００３３】
　１　外周磁石
　２　長軸磁石部
　３　長軸磁石部
　２ａ短軸磁石部
　２ｂ短軸磁石部
　３ａ短軸磁石部
　３ｂ短軸磁石部
　６　周回シム
　７　中央シム
　８　絶縁スペーサ
　９　バッキングプレート
１０　真空チャンバーフランジ
１１　アノード
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